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研究成果の概要（和文）：児童・生徒が科学的思考を行う際に必要な，形式的（抽象的）な思考

操作能力を育む理科授業プログラムの開発を目指し，英国 CASE プロジェクトの成果を参考とし

た基礎研究を行った。大学附属学校の生徒・児童を対象とした調査および授業実践の結果，限

定的ながらも，その成果は日本の生徒・児童にも有効であり，さらに現職教員の現状の問題意

識と重なって，好意的に受け入れられることが明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）：In order to develop the science lesson which nurtures the formal 
operations ability demanded when a pupil thinks scientifically, fundamental study was 
performed by referring to the achievement for the CASE project in UK. Though it was 
restrictive as a result of the survey and lesson practice on the cognitive development 
for the pupils of university attached school, it was found that the achievement of CASE 
was effective also in Japanese pupils and is embraced by in-service teachers since it 
overlapped with their problem consciousness in present science education.  
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１．研究開始当初の背景 
 理科の学習において，学習対象となる現象
に対して，子どもが既に持っている概念が影
響を及ぼすという，いわゆる構成主義的な科
学教育研究は，これまで多くの研究者によっ
て，さまざまな実態調査を含めて推進され，
成果を挙げてきた。一方で，児童・生徒が，
その年齢によって，ある種の思考操作を要す
る課題に対して困難を覚えるという，教師が
経験的に知っている，古くて新しいもう一つ

の根本的な問題にアプローチする教材の科
学的研究はほとんど行われていない。 
 この思考操作能力の発達を理科（科学）教
育により促すことに焦点を当てた教材の研
究として，英国の M. Shayer，P. Adey らに
よって 80年代に進められた，CASE（Cognitive 
Acceleration through Science Education：
科学教育による認知促進）プロジェクトがあ
る。ここで，認知促進（以下，CA）とは，ピ
アジェのいう具体的操作の段階にある子ど
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もの思考を積極的に刺激して，形式的操作が
できる段階へと認知能力の発達を促す過程
のことである。CASE では，ピアジェが形式的
な思考操作の一般的な型として挙げた「変数
の制御」，「分類」，「蓋然性」，「相関性」，「形
式的モデルの構築と使用」などの思考操作を
一連の実験・実習・作業とグループおよびク
ラスの討論を主体とした展開で育む授業（CA
授業）が開発されている。また，その代表的
教材『Thinking Science』は，英国の多くの
学校で用いられ，実施校の生徒の義務教育修
了試験の成績の顕著な向上が確認されたこ
とから，CASE は英国で最も影響力のある科学
教育研究の１つとして認められている。 
 日本においては，90 年代前半に栗田，04
年に小倉らにより概要が紹介されて以来，教
材の部分的な試行例がいくつか報告されて
いるが，年齢・校種の異なる幅広い児童・生
徒を対象とした，CA 授業の基礎となる子ども
の認知能力を測る調査や 2年間にわたる教材
全体を組織的に実践し，その効果を検証した
研究はない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，小学校高学年以降に理科（科学）
をはじめとする諸教科の中で児童・生徒が学
習内容を理解し，自力で考察をする際に必要
とする形式的（抽象的）思考操作を行う能力
を全体的に伸ばすことに焦点を当てた，授業
プログラムの開発を行う。 
 具体的には，以下のとおりである。 
① CASE プロジェクトに先立って児童・生徒

の認知的能力を測定する手段として開発
された調査問題『Science Reasoning Tasks
（SRTs）』の妥当性・信頼性を検証し，同
問題を積極的に用いた CA 授業構成や評価
の可能性の検討。 

② CASE の代表的教材である『Thinking 
Science』の目的，構成，実施方法を理論
的，実践的に詳細に明らかにし，形式的な
思考操作能力を組織的に育てるカリキュ
ラムとその授業案を集団的・実践的検討。 

③ CASE の概念・教材を用いた現職教員研修
を行うことによる日本の教育現場におけ
る活用の可能性の検討。 

 
３．研究の方法 
 初等・中等教育における理数系教員と教員
養成大学を中心とした大学教員からなる
「CASE 研究会」を研究の基盤として，次のよ
うな流れで行う。 
① 研究会の例会を定期的に開催し，CASE や

SRTs の理念や教材，目的，構成，実施方
法について理論的側面から検討し，できる
だけ正確に把握する。 

② 大学の附属学校や研究会所属の各教員の
勤務校や京都府下の研究協力校において

実践する。 
③ 各自の実践の結果を例会において紹介し，

方法から評価に至るまで詳細に検討する。 
④ 蓄積された成果を基に，日本で実践可能な

理科授業プランの開発を行い，さらに実践
的検討を行う。 

⑤ 現職教員を対象とした「CASE 研修講座」
を開催し，以上の成果の紹介と一般校にお
ける授業実施のための人的，物質的支援を
行い，現場普及のための基礎的検討を行う。 

 
 なお，②において，認知能力の調査や CA
授業の実践のために，京都教育大学附属京都
小中学校と連携研究体制を構築し，中等部（5
～7学年）と高等部（8,9 学年）で実施され
ている「サイエンス」と呼ばれる特別カリキ
ュラムの一部を利用した。なお，CA 授業は中
等部において各学年，年間 10～15 回ほどの
CA 授業を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 科学推論課題（SRTs）の妥当性の検証 
①SRTs の特徴 

SRTs は 1973-78 年に M.Shayer らロンドン
大学チェルシーカレッジの研究チームによ
って開発された。ピアジェの発達段階に応じ
て，各段階で獲得されると考えられる特徴的
な思考操作や概念を取り扱った 7 種の課題
（Task）から構成され（表 1），多人数教育の
場で一度に全員の発達段階を評価すること
を目的として作られている。したがって，教
員による演示実験を交えながら，実験結果の
予想や各自の考え方を記述させるパフォー
マンステスト形式で実施され，解答はクラス
全員で一斉に行うという特徴がある。 

 

表 1 SRTs 各課題の特徴と評価範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1：前操作期，2A：早期具体的操作期，2A/B：中

期具体的操作期，2B：後期具体的操作期，2B*：

過渡具体的操作期，3A：早期形式的操作期，3A/B：

中期形式的操作期，3B：後期形式的操作期 

 
これら7つの課題のうち，英国ではTask Ⅱ

による評価に定評がある。このタスクは「保
存概念」の発達を問う設問を中心に，関連す
る複合変数（密度）の思考操作能力の発達状



 

 

況を問う 14 の設問から構成されている。評
価は，正答数の合計で総合的に行われるが，
各設問には発達段階が設定されているため，
個別設問の正誤と総合評価との整合性を評
価することができる。 

そこで本研究では，Task Ⅱを用いて児童
の思考の発達段階を評価し，日本における妥
当性を検討した。これは，日本の小学校理科
の学習では，この内容を直接には扱わないた
め，知識的有無が評価に影響しにくく，思考
の発達を正確に測ることができると考えた
ためである。具体的には，評価結果のピアジ
ェ理論との整合性や CA 授業中の子どものパ
フォーマンスとの整合性など，理論的，実践
的側面から分析した。 
 
② 調査対象および方法 

Task Ⅱによる調査は，2010 年 6 月に，京
都教育大学附属小学校学校 4年生（90 名），5
年生（87 名）と 6 年生（87 名）を対象に実
施した。6 年生に対しては，CA 授業として
『Thinking Science』の授業を 6月より隔週
で 1回ずつ実施し，12 月の時点で再度，Task 
Ⅱによる調査を再度実施し，児童の変容を調
査した。また，5年生に対する CA 授業はビデ
オ撮影を行い，特定の思考操作を必要とする
場面における児童の反応を記録し，CA 授業の
質的効果と Task Ⅱの妥当性を調査した。 

 
③ 調査結果および考察 

附属小学校の 4～6 年生の全体の傾向とし
て，図 1に示すように，この時期の児童の発
達段階としてピアジェ理論で予想される，具
体的操作期後期（2B）および形式的操作期と
の過渡期（2B*）を中心とした山型の分布が得
られた。特に，6 年生の分布が全体的に高い
段階へシフトしていることから，全体として
Task Ⅱが児童の発達段階を評価していると
言える。しかしながら，全学年とも幅広い分
布をとっていることから，認知促進（CA）授
業を行う意義が明らかになった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 附属小 4 ～ 6 年生の発達段階の分布 

 
 また，Task Ⅱの各設問の妥当性について，
設問ごとの平均正答率と設定された認知レ
ベルの関係を調べたところ，図 2に示す結果
を得た。Task Ⅱの設問は後になるにつれ，

認知的な難易度が高くなるように設定され
ており（図 2 の棒グラフ），特に後半は，物
の浮き沈みに関連して，密度の概念を問う設
問群であるため，平均正答率は右下がりの傾
向が予想される。実際，図 2の折れ線が示す
ように，全体的な傾向は右下がりになってお
り，総合評価の妥当性は確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2 各設問の認知レベルと正答率 

 
しかしながら，設問ごとに設定段階と平均

正答率を比較すると，部分的に両者の整合性
がみられない問いが確認される。たとえば，
最後の設問 14 の正答率は学年に関係なく，
異常に高い。この設問は，ある金属ブロック
の質量と体積から，同じ金属でできた質量だ
けがわかっているブロックの体積を求める
問いであり，密度概念に加え数量の概念が必
要であることから，ピアジェによれば高いレ
ベル（3A）の思考操作が求められることにな
る。つまり，本来，総合評価で 3A 以上の児
童のみが正答可能な設問であるはずである。
この結果の理由として，このような計算問題
に慣れている児童は，密度概念がなくともパ
ターン化された問題として認識し，解答でき
た可能性がある。この傾向は，研究協力校（公
立小学校 6年生，公立中学校 3年生，私立中
学校 1 年生）においても見られたことから，
日本の児童の特徴および学習事情の特徴と
もいえる。いずれにせよ，設問 14 による評
価は，日本の児童に対して，その妥当性に疑
問の余地があることを示唆している。 
 
④ CA 授業における SRTs 評価の活用 
 上述のように，Task Ⅱは設問によっては
整合性に検討の余地があるものの，総合的な
評価としては一定の信頼性があることがわ
かった。そこで，評価の妥当性を検証するた
めに，附属小学校 5 年生の１クラス（30 名）
を対象に CA 授業『Thinking Science』を行
い，ビデオ分析による授業中の児童の思考の
変容やパフォーマンスと TaskⅡによる評価
の整合性を調査した。なお，認知段階による
思考操作能力の違いを明確にするために，
Task Ⅱの評価結果（図 1）をもとに，同じ段
階の児童で班編制（男女混合 5人班）を行い，
活動の基本単位とした。分析対象とした課題
の概要を図 3に示す。 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 課題の内容 

 
あらかじめ教員は，同種類で大きさが同じ

4 枚の葉の表裏面の状態を，図 3（左）のよ
うにして 1週間ほど放置し，葉の新鮮さが異
なる 4枚の葉を準備しておく。授業における
児童の活動は次の通りである。 
① 「水分は葉のどこから出ていくか」とい

う課題を理解する。 
② よく観察し，班ごとに理由とともに考え

をまとめる。 
③ 班の話し合い結果を発表する。 
④ 各々の班の考えについてクラス全体で

討論する。 
⑤ 討論の内容をもとに，班で自分たちの考

えについて再び話し合う。 
 ここで，児童は②，④の段階で，自分と（班
の）他人，自班と他班の考えやその理由の相
違に対して「認知的な葛藤」が生じ，それを
解決するために討論が活発化し，⑤において
「メタ認知」を促すことにより，CA（認知促
進）が期待できる。 

 

表 2 各班の活動の様子と結論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各班の話し合いの結果を表 2に示す。表よ
り，認知レベルが高くなるにつれ，判断の基
準が直感や色など主観的・表面的で言葉足ら
ずな説明から，2 枚の葉で新鮮さを比較し，
それを繰り返すなど客観的・科学的な根拠を
基にした論理立てた説明になることがわか
る。特に，説明能力については，過渡具体的
操作期（2B*）を境に違いが見られる。実際，
2A/B～2B の班（1，2 班）では，そもそも話
し合い活動がうまく機能せず，互いに自分の
意見を一方的に言うだけで，思考が深まって
いく過程は見られなかった。また，同様の違
いは，話し合いの結果をクラス全体に発表す
る場面においても顕著であった。これらの違
いは，認知段階ごとの班編制が影響している
ことが考えられ，すなわち Task Ⅱによる評
価の妥当性を示唆している。 
一方で，クラス全体で各班の結論について

話し合う場面では，「葉の両面から」と主張
する班（4 班）と「葉の裏面から」と主張す
る班（6 班）との間で，表 3 に示すような討
論が展開された。 
 

表 3 討論における展開の一部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この討論を通して 6班の考えが変わってい

く様子がわかる。6 班は，班の意見を発表す
る段階では「裏面から出ている」と主張して
いたが，その後の 4 班の発表を聞くにつれ，
「両面から出ている」こと（もしくは，考え
をうまく伝えきれていないこと）に気づき，
考えを修正（説明を追加）しようとしている
ことがわかる。ここで，4 班の指摘を受けた
後の 6班のように，自分と異なる考えにふれ，
これまでの考えが揺さぶられたときに起こ
る【認知的な葛藤】が認知促進（CA）の核で
あり，その葛藤が班やクラス全体で共有され

（ここまでの展開は省略） 

教員「裏の面から出ていると思う班はありますか。」 

（５，６班が挙手） 

 

６班「裏から出ていると思う。もし表から水が出ていたとし

たら，表に塗ったら新鮮になるし，もし裏から出ているとし

たら，表に塗ったものと比べたら裏に塗ったものの方が新鮮

なはず。実際には裏に塗ったものの方が表にぬったものと比

べて新鮮だから。」 

 

教員「両方の面から出ていると思う班はありますか。」 

（４班が挙手） 

 

４班「私たちは，裏と表に塗った場合，裏の方が新鮮だった

ので水分が裏から出ていると思ったが，両面塗ったものと裏

だけ塗ったものだと，両面塗った方が新鮮だったので，一応

両面から出ているけど裏の方が多いと思った。」 

 

（続けて，６班が挙手） 

６班「確かにそうだけど，これ（葉っぱ）見たら，裏に塗っ

たものの方が表に塗ったものよりも明らかに新鮮。この 2 つ

（表だけ塗ったものの裏面と両面塗ってないものの裏面）比

べたら，ほとんど同じ。さすがに表からまったく出てないと

は言いきれないけど，絶対裏の方が 10 倍くらい多い。」 

 

（さらに，興奮気味に） 

６班「ほっといたら枯れるから，水が出ているのは当たり前。

僕らの班は水が出ているというのはどっちが多いかと聞かれ

ていると思ったから裏面と答えた。」 

 



 

 

て討論へと発展し，より論理的な考え（概念）
が【構築】されていくように授業を運営する
ことが，CA 授業における教員の役割である。 
ここで，この討論の展開を見る限り，この

授業は，CA 授業として成功しているようにみ
える。しかしながら，この展開は認知段階が
比較的高い班（4～6班）の間で行われ，それ
以外の班はほとんど参加していなかった。つ
まり，クラス全体での話し合いの展開につい
ていけなかった（理解できなかった）可能性
がある。実際，授業の最後（展開⑤）に，教
員がメタ認知を促すために「他の班の考えを
聞いたり，全体で討論をした結果，自分たち
の考えがどうなったか，それはなぜか」と発
問したところ，2 班と 3 班は「両方の面から
出ている」という考えに変わりはないが，そ
の理由については依然として説明できず，1
班にいたっては，理由もなく自分たちの当初
の意見（表面から）を全く変えていなかった。 

CA 授業では，すべての子どもが正しい結論
にいたるためではなく，自分と異なる考えに
ふれ，その考えと比較して，自分の考えを客
観的に考える【メタ認知】を促すための支援
が重要である。しかしながら，本授業ではそ
のタイミングが遅すぎて，1～3 班の児童は，
他の班と問題意識を共有することができず，
メタ認知ができないままに討論の時間を費
やしてしまった可能性がある。 

以上のことは，認知段階ごとの班編制で CA
授業を行う際の留意点を示唆しており，この
ような班への細かな支援が重要であること
が明らかになった。 
  
(2) CA 授業の実践と効果 
 附属小学校 6年生に，2010 年 6 月から翌年
3 月にかけて，隔週で計 14 回の『Thinking 
Science』を用いた CA 授業を実践した。その
効果を調べるために，SRTs の Task Ⅱによる
調査を事前の 6月と実践中の 12月に実施し，
認知レベルの変容を比較分析した。図 4はあ
るクラスの認知レベルの変化を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 認知レベルの変化 

 
 図より，全体的に段階が高い方にシフトし
ていることがわかる。特に，具体的操作段階
の早期から中期（2A～2A/2B）の児童の発達

が確認できる。これは，『Thinking Science』
が具体的操段階の児童を対象として，形式的
操作段階へのスムーズな移行を促すプログ
ラムであることからもうなずける。 
さらに，このクラスの担任に，CA 授業の実

施による児童の変容についてインタビュー
調査を行ったところ，次のような回答を得た。 
 他人の話を注意深く聞くようになった。 
 通常の授業においても，本質的な討論（話

し合いや質疑応答）ができるようになった。
また，それが自然に起こるようになった。
その結果，各教科での学習の深まりが見ら
れるようになった。 

 文章による，わかりやすい説明ができるよ
うになった。特に，長い文章を書けるよう
になった。 

 他の授業，特に算数での展開が楽になった。
（課題に対する理解が早くなった）  
これらは，CA授業により，児童に論理的思

考の土台が形成され，それが言語活動や教科
における学習に転移していることを示唆し
ている。 
 
(3) CASE 教員研修の成果 
① 研修講座概要 
 上述のように，CA 授業が子どもの思考の発
達へ一定の効果があることが確認された。し
かし，指導する教員のこの授業に対する知識
的，技術的理解が効果に影響することも明ら
かになった。特に，CA 授業においては，子ど
もの認知段階の適切な把握と授業構成や展
開への反映，および CA の核となる討論の運
営方法など，高度な知識と技術が求められる。
したがって，この授業が教育現場で実践され，
普及していくためには，授業者である教員へ
の研修は必須となる。 
そこで，2010 年度に京都教育大学を会場と

して，京都府下の現職教員（約 20 名）を対
象に，毎月 1回（計 7回）の「CASE 教員研修
講座」を実施した。研修の前半では，主に CA
の概念や実際の授業展開や手法を，英国の教
材を用いた講義と実践・演習および受講者間
のディスカッションを通して理解すること，
後半では，その概念や手法を応用して，日本
の各教科単元における通常授業において実
践可能な CA 授業プログラムを受講者が開発
することを目指した。 
 
②研修の成果 
開始当初，受講者に CA 概念の基盤となる

認知心理学的な背景理論の理解にとまどい
がみられたが，実際の教材を用いた模擬授業
形式の演習やディスカッションを通して，
徐々に CA 授業のイメージがつかめてきたよ
うである。その結果，研修講座修了時には，
9 件（小学校理科 2 件，社会 1 件，中学校数
学 2 件，理科 4 件）の日本版の CA 授業が開



 

 

発されるに至った。このことは，長期に及ぶ
研修にもかかわらず，受講者が高い問題意識
をもって，受講していたことを示している。 
研修講座（全 7回）の修了時には，現在の

成果および心境について振り返るアンケー
ト調査を行った。その中心的な質問項目に対
する回答の割合を図 5 に示す。これらより，
参加教員は現状の日本の教育環境では，CA 授
業の普及にまだ課題があると考えているが，
個人的には CA概念に対して一定の理解をし，
授業における CA の視点の有効性，必要性を
認めていることがわかる。今後は，CA 概念を
用いた授業をより幅広い範囲の児童・生徒に
実施し，その効果の検証を行っていくととも
に，その教員研修を充実し，現場教員への継
続的な支援を行う必要性が確認された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 事後アンケートの結果 
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